


















　　　また，工事に使用する資材については，県産資材を優先活用するよう努めることとし，使用す
　　る資材が県内で生産されていない場合には，県内に主たる営業所を有する資材業者から調達する
　　よう努めるものとする。

　⑷　工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報の通知について

　　　落札者は，建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２０条の２第２項の規定に基づき，工期
　　又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生するおそれがあると認められるときは，落札決定か
　　ら請負契約を締結するまでに，契約者に対して，その旨を当該事象の状況の把握のため必要な情
　　報と併せて通知すること。

　⑸　建設業法第26条第３項第１号，第２号又は第26条の５の規定により兼任で配置する主任技
　　術者又は監理技術者について

　　ア　建設業法第26条第３項第１号の規定による主任技術者又は監理技術者（以下「監理技術者
　　　等」という。）の配置は，次の要件を全て満たさなければならない。

　　　(ア)　同一の監理技術者等が配置できる建設工事の数は，本工事を含め同時に２件までとす
　　　　る。

　　　(イ)　各建設工事の請負代金の額が１億円（建築一式工事の場合は２億円）未満であること
　　　　。

　　　(ウ)　同一の監理技術者等を置こうとする建設工事の工事現場間の距離が，その一日の勤務
　　　　時間内に巡回可能なものであり，かつ工事現場において災害，事故その他の事象が発生した
　　　　場合において，当該工事現場と他の工事現場との間の移動時間がおおむね２時間以内である
　　　　こと。

　　　(エ)　同一の監理技術者等を置こうとする建設業者に連なる下請け次数が３以下であること
　　　　。

　　　(オ)　監理技術者等との連絡その他必要な措置を講ずるための者（以下「連絡員」という。
　　　　）を各建設工事現場に置くこと。ただし，当該建設工事が土木一式工事又は建築一式工事の
　　　　場合の連絡員は，当該建設工事と同業種の建設工事に関し１年以上の実務経験を有する者と
　　　　すること。

　　　(カ)　各工事現場の施工体制を監理技術者等が情報通信技術を利用する方法により確認する
　　　　ための措置を講じていること。

　　　(キ)　当該建設工事を請け負った建設業者が人員の配置を示す計画書（別紙５）を作成し，
　　　　各工事現場に備え置くこと。

　　　(ク)　監理技術者等が当該工事現場以外の場所から当該工事現場の状況の確認をするために
　　　　必要な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器が設置され，かつ当該機器を用いた通信
　　　　を利用することが可能な環境が確保されていること。

　　イ　本工事において，アの要件を満たす監理技術者等の配置を行う場合は，（別紙５）を提出す
　　　ること。

　　ウ　建設業法第26条第３項第２号の規定による監理技術者の配置は，次の要件を全て満たさな
　　　ければならない。ただし，低入札価格調査の対象となった場合又は建設共同企業体により入札
　　　に参加若しくは工事を施工している者は，これを認めない。

　　　(ア)　当該監理技術者の職務を補佐する者（以下「監理技術者補佐」という。）を専任で配
　　　　置すること。

　　　(イ)　監理技術者補佐は，当該工事に係る工種に応じた一級施工管理技士補又は一級施工管
　　　　理技士等の国家資格，学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者であること。なお
　　　　，監理技術者補佐の建設業法第27条の規定に基づく技術検定種目は，当該技術者に求める
　　　　技術者検定種目と同じであること。

　　　(ウ)　監理技術者補佐は入札参加資格者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。
　　　(エ)　同一の監理技術者が配置できる工事の数は，本工事を含め同時に２件までとする。

　　　(オ)　当該監理技術者が兼務できる工事は，地域振興局管内の工事又は工事現場の相互間隔
　　　　が概ね10キロメートル以内の工事でなければならない。

　　　(カ)　当該監理技術者は，工事内容，工事規模及び施工体制等を考慮し，主要な会議への参
　　　　加，現場の巡回及び主要な工程の立会等の職務を適正に遂行しなければならない。

　　　(キ)　当該監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。
　　　(ク)　監理技術者補佐が行う業務等について，明らかにすること。

　　エ　本工事において，ウの要件を満たす監理技術者の配置を行う場合は，（別紙６）を提出する
　　　こと。

　　オ　建設業法第26条の５の規定による監理技術者等の配置は，次の要件及びアの(イ)から(
　　　ク)までに掲げる要件を全て満たさなければならない。

　　　(ア)　営業所技術者又は特定営業所技術者（以下「営業所技術者等」という。）が監理技術
　　　　者等を兼務できる工事の数は，１件までとする。



　　　(イ)　営業所技術者等が兼務する工事は，当該営業所において請負契約が締結された建設工
　　　　事であること。

　　カ　本工事において，オの要件を満たす監理技術者等の配置を行う場合は，（別紙５）を提出す
　　　ること。


































































